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適正なマクロな方法論が欠けていると言わぎるを得な  

しヽ   

設備投資総額決定の場合には，フロー（損益計算）の  

視点だけからでな〈，ストソク（貸借対照表）の視点  

も加味した指針が使用され，“今期の設備投資は減価償  

却費の範囲内に”とか，“今期の設備投資はキャッユフ  

ローの範囲内に’’といった指針が，経営判断基準とし  

て常識化されている．このプロセスでは，経営陣は共  

通の言葉で理解し合っているという安心感と信頼感を  

持っている．ところが，研究開発投資額を決めるプロ  

セスにはこのような共通理解がない．   

研究開発費の総枠策定についてもストックの視点か  

ら，継続的に蓄積された“技術知識の陳腐化の補償”  

すなわち，“技術ストック減価”の概念を導入する．こ  

れにより，R＆D投資総額にかかわる経営判断につい  

て，コンセンサスを得るのに役立つ適切な方法論があ  

り得ると考え，テクノストック・モデルを導入する．   

1．2 基本概念  

研究開発費の投入から製品の開発製造にいたる技術  

活動を，その中間過程で生成蓄積される“科学技術知  

識，つまり知的技術資産（TechnologicalKnowledge  

Assets）”に視点を置き，コーポレート・テクノストソ  

ク・モデルでとらえる．図1はこの概念モデルを示す．   

ここでは，毎年の研究開発費が不連続的に極端に大  

きな変動はしないものとし，企業の技術経営や研究開  

発マネジメントにおいて，実践的に利用できる研究開  

発費総額の算定法を検討する．毎年の研究開発費は研  

究関係者の活動により，あるタイムラグ（懐妊期間）  

を経て，社内報告，ノウハウ等の技術情報・技術知識  

と論文，新製品等の技術成果に転化する．これら技術  

情報・技術知識は蓄積され“技術ポテンシャル”すな  

わち，“テクノストック” となる．テクノストックに，  

研究者・技術者の知的活動が加わり，特許，新製品等  
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はじめに  

近年，企業の研究開発は，投資規模の増大に伴い，  

企業経営の中心的課題となっている．特に，日本の製  

造業は「製造業から創造業」への技術パラダイムの変  

化［1］に直面しておー），R＆Dへの適正な投資とその  

知的生産性向上への関心が急速に高まっている．こう  

した状況を踏まえ‘‘テクノストノク（Technology  

Stock）”［2］［3］の考え方を企業レベルにまで敷桁  

し，企業のR＆Dの諸課題を考察していく基本概念とし  

て，ここに“コーポレート・テクノストック・モデル”  

を導入する．この概念モデルにもとづき，研究開発費  

総額の策定指針について企業経営の立場から述べる  

［4］．さらに，研究開発マネジメントの観点からテク  

ノストックの内各面を掘り下げ，R＆Dの効果・効率の  

向上策について考察する．科学・技術知識の生成プロ  

セス，知識の内容・形態，知的価値の評価基準，事業  

化による知的資産のフローなど，知識の生成蓄積・維  

持活用を促進し，R＆Dの効果と効率を高めるための  

“知識生産性（Knowledge productivity）”のフレーム  

ワークを考察する．  

1．コーポレート・テクノストック・モデル   

1．1研究開発投資総枠の策定の問題点   

企業の毎年の研究開発投資枠の策定は，これまで，  

個々の研究案件の個別査定の積み上げで決定されてき  

たのが実態である．この積み上げプロセスが，今なお  

研究開発を“Expenditure”の概念の枠に閉じこめてい  

る大きな要因と思われ，“Investment”の概念に繋がる  

●  

●  
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の具体的な成果が結実する．また，蓄積された技術情  

報・技術知識，すなわち，テクノストックは技術の進  

歩に伴って時間とともに陳腐化し，その価値を減耗す  

る．技術者の知的活動が陳腐化したテクノストックに  

加わっても高い価値の製品は生まれにくい   

事業化には，さらに，設計・製造などの技術活動が  

行なわれ新製品が生まれる．同時に，技術ノウハウも  

蓄積される．製品は販売活動を通して売上げられ，営  

業利益として研究開発投資が回収される．   

1．3 数式モデル  

これを定量的に把握するため，数式モデルで表現す  

ると以下のようになる．研究開発費は，年度始めから  

少しずつ連続的に使用され，テクノストソクに転化す  

るが，議論を単純にするため時間を離散的にとり，年  

度単位で扱う．J年度のテクノストックは，次式で表  

わされる．  

5f＝（1－β）5卜1＋香  （1）  

ただし  

Sf：′年度のテクノストック  

β：テクノストノクの陳腐化率  

香：′年度に追加されたテクノストック増加分   

このテクノストック増加分は，タイムラグの年度数  

だけ遡った年の研究開発費投入に比例し，次式で表わ  

●   

される．  

占＝ど一旦f＿m  （2）  

ただし  

£亡：研究開発費のテクノストック転換率  

研：テクノストック転化までのタイムラグ  

＆：J年度の研究開発費   

研究開発費とテクノストックの関係は，式（1）と式（2）  

から次のように表わされる．  

Sと＝（1－β）5卜1＋仁fEトm  （3）   

次に，テクノストックの陳腐化率と研究開発費売上  

高比率の関係を考える．企業経営にとって，最大の関  

心事は新製品の造出とそれにもとづく売上および利益  

である．テクノストックに研究者・技術者の技術活動  

が加わって新製品が創出されるが，J年度に生まれる  

新製品の量は，技術マネジメントの良否，技術開発環  

境，研究者・技術者の能力等によって異なる．この効  

率を，テクノストックの商品化効率研と定義する．′年  

度の売上は新製品の量に比例するものと仮定し，比例  

係数を勅とする．〝fは販売能力，または販売効率に関す  

る係数である．これらのパラメータを用いると，次の   
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図1 コーポレート・テクノストック・モデル   

関係式が成立する．  

Q亡＝姉御ふ  

ただし  

（4）  

0亡：チ年度の企業の売上高総額   

′－∽年度の研究開発費と′年度の売上高総額の関  

係は，式（4）を式（3）に代入して次式で求まる．  

0と＝（1－β）Qト1＋〝珊£とEトー椚  （5）   

次に，研究開発費売上高比率とテクノストックの陳  

腐化率および売上高伸長率の関係を求める．売上高伸  

長率が年率βとすると，卯年彼の売上高は次式になる．  

Qト用＝（1＋β）乃Of  （6）   

簡単のため，〝，〝，どは，それぞれ年度に関係なく  

一定とする．研究開発費売上高比率は，目標売上伸長  

率βおよび陳腐化率βから次式により求まる．  

昆／Qと＝（β／明e）（1＋β／β）（1＋β）m‾1  （7）  
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表1 研究開発費売上高比率の計算結果  
1．4 数値シミュレーション  

企業における研究開発投資総枠の算定を，いくつか  

の製品・技術分野について，式（7）にもとづき，具体的  

な数値を推定して，シミュレーションを試みた．代表  

的な事業分野と思われる，半導体，情報通信，および  

白物家電分野を想定し，これらの技術の半減期を，そ  

れぞれ4年，6年，12年に設定し，売上高伸長率10％，  

0％，および－5％を目指す場合の研究開発費売上高  

比率を求めた．その結果を表1に示す．   

たとえば，半導体のような変化の激しい陳腐化の早  

い分野では，売上高伸長率を仮に0％成長に控えても，  

15．9％の研究開発投資が必要になる．売上高伸長率と  

して10％を見込むなら，研究開発投資比率は28．5％に  

なる．白物家電のように成熟し，陳腐化の緩やかな製  

品・技術分野では，この投資比率は低くなる．しかし，  

研究開発費の売上高比率を，0％に抑えると売上高伸  

長率はマイナスになり，毎年売上額は5．6％ずつ減って  

ゆく．情報通信分野では，両者の中間的な試算結果が  

得られている．   

これら数値シミュレーション結果は，大雑把である  

が，経験的な実感と大きな遠いはない．   

数式モデルによるシミュレーションは，研究開発費  

売上高比率がテクノストックの陳腐化率と企業の経営  

目標である売上高伸長率の関数として，簡単に表わせ  

ることを示している．この試算結果は，テクノストノ  

クの陳腐化の補償（減価償却）の概念が，経営計画目  

標（たとえば売上高伸長率の期待値）を達成するのに  

必要な研究開発投資総額の算定に有用であることを示  

陳囁化率  売上高伸長  

製品・技術分野   年  β  10％  0％   

短朋（半導体）   0．16   28．5  15．9  
中期（情報逓信）   0．11  10．9  
長朋（白物家電）   0．06   17．2  5．6  

技術の半減期：陳腐化率を  研究開発売上高比率（別   

想定した場合の三式算例   

やすく，人，物，設備・資材，情報など金額としての  

指標が比較的得やすい．   

一方，成果指標の把握はいろいろな問題があり，今  

後の重要な研究課題である．たとえば，知的財産権は  

明確にドキュメント化され，形式知になっている．こ  

れは関連する技術ノウハウを含め貴重な技術資産であ  

る．しかし，その価値を推定するのは簡単ではない．  

知的財産権が製品事業に生かされる場合は，利益貢献  

の金額算定は可能である．自社の製品事業に生かされ  

なくとも，他社への技術移転により直接利益をもたら  

すことも多い．この場合は金額評価がされる．しかし，  

知的財産の価値は実際に取引が成立してはじめて確定  

するものである．また，有力特許は，しばしば，バー  

ゲニングパワー として威力を発揮するが，このポテン  

シャル価値を事前に推定するのは簡単ではない．さら  

に，テクノストックは時間とともに陳腐化するのも避  

けられない．   

テクノストックは「形式知」として明確化されるも  

のだけではない．形式化が難しい経験やノウハウなど  

無意識のうちに個人や組織に蓄積される「暗黙知」が  

ある．当事者も気がついていない重要な知的ストック  

が暗黙的に隠されている場合も多い．この「暗黙知」  

表2 R＆D投入・中間的成果・事業成果  

唆している．   

今後の課題は，近似度を高めるためのモデル  

の精緻化と検証，および各種の製品・技術分野  

で，テクノストソクの陳腐化率に関するデータ  

や研究開発費のタイムラグ（懐妊期間）など，  

客観データの収集ならびに指標化である．  

2．テクノストックの内容と形態  

テクノストックの概念を広く活用していくた  

め，テクノストックSfの内容および形態につい  

て考察する．R＆Dの生産性を上げるには，投入  

（Input），事業成果（Output）および中間成果  

としてのテクノストック（Technology Stock）  

を把握する必要がある．代表的な投入および成  

果指標を表2にあげた．投入量は比較的とらえ  

1996年1月号  

lNPUT   TECHNO－STOCK   0UTPUT   
R＆D資源投入   技術ポテンシャル  R＆D成果   

＜技循在庫‥・陳腐化＞  

リソース   R＆D中間成実（技術資産）   直接成実   

・人材   ・形式矢口（ドキュメント蓄積）  ・事業化成果   

・物（施設・設備）   ＊知的財産（特許・実冥等）   利益×製品苛与率   

・研究費   研究論文、報告書・データ、   プロセス改善苛与   
・情報・知識（各種）  試作品、マニュアル、 等  ・技術供与成果   

・■技術供与成果   ・暗黙知（人・組矧こ蓄積）   コンワルティンク  

研究音・技術者  ローテーション  

経里美、ノウハウ：人材、等  

R＆Dインフラ（享礎資産）   間接成果  

・研究開発環境（設備・風土）  ・社外発表（学会等）  

・研究開発人材（専門研究書）  

・R＆Dマネジメントノウハウ  

・R＆Dネッットワーク   
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を認識しておくことが重要である［5］［6］．   

また，テクノストックの価値は，その企業の経営的，  

経済的価値基準だけでなく，学問的価値，社会的・公  

共的価値なども無視することはできない．それぞれの  

立場で価値観，評価基準が異なる．   

したがって，これらの真の価値を正確に推定するこ  

とは簡単ではない．しかしながら，これらもろもろの  

要因に配慮しながら，その目的に応じて，実践的な成  

果指標を開発し取り込んでゆかねばならない．テクノ  

ストックの価値と評価の概念整理，指標開発，および  

そのフレームワーク設計は，今後の重要な課題である  

［10］．  

3．R＆Dの生産性一知識生産性一  

企業の研究開発部門の大きなミッションは，イノ  

ベーションを起こすことである．R＆Dの生産性は，い  

かに多くのイノベーションに貢献したかで評価される．   

イノベーションについて，児玉文雄は「潜在ニーズ  

の早期発掘と独創的な新製品コンセプトの概念構築，  

その鍵となる重要技術の先行開発が成功要因（KFS）  

である」とし，これを“デマンド・アーティキュレー  

ション（Demand Articulation）”と称している［1］．  

アーティキュレーション（Articulation）には，“アナリ  

シス”と“シンセシス’’ の2つの正反対の概念が包含  

されており“新製品コンセプト創造’’の微妙な分析と  

総合の70ロセスをうまく表現している．   

また，イノベーションには市場指向が重要である．  

たとえば，液晶ディスプレイ（LCD）は日本の持つ製  

品市場（時計・電卓，ワープロ・PC，白黒・カラーTV）  

のニーズに強く牽引されて，スパイラル状に発展をと  

げた．これは特異な事例で“市場”の持つ技術開発牽  

引力（ニーズ・プル）の強さを顕著に示している．   

研究開発効率の向上にはこれらの点についての認識  

にもとづくテーマ設定が重要である．テクノストッ  

ク・モデルは，R＆Dの生産性を高める上で，R＆Dマ  

ネジメントの指針を探るのにも有効である．技術ス  

トックの生成・活用の各段階で，それぞれの係数の意  

味を考察し，研究開発の生産性の向上施策を系統的に  

探索してゆくのに役立てることができる．たとえば，  

研究開発効率£の向上には，・その企業にとって有用か  

つ有効な，質の高いテクノストックの蓄積が重要であ  

る．また，技術突破（ブレーク・スルー）形から技術  

融合（テクノフュージョン）形への組織変更，さらに  

は，タイムラグの短縮を目指す組織の活性化も大切で   
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あることが分かる．商品化効率〃の向上には，製品設計  

開発部門や事業部門の技術研究所（ワークスラボラト  

リー）と本社研究所（コーポレートラボラトリー）お  

よびマーケティング部門との連携が鍵となる．また，  

新製品開発では，他社のテクノストックの戦略的活用  

も重要になる．技術連携を有利に展開するには，自社  

に特徴のある強い技術を持たなければならない．さら  

に，販売効率〝の向上には，R＆D部門とマーケティン  

グ部門の連携が不可欠となる．   

このように，テクノストック・モデルの各段階で，  

効率係数ごとに関連施策が想起でき，具体的な対応策  

が掴みやすくなっている．以下，テクノストックの視  

点からR＆Dの効果と効率，およびR＆D活動における  

知的生産性のフレームワークを考察する．  

3．1R＆D活動の有効性と効率性一目標と手段一  

研究開発の生産性（R＆D Productivity）向上は，有  

効性（Effectiveness）と効率性（Efficiency）の両面か  

ら見る必要がある．有効性は，成果の効用に着目した  

見方で，狙いとする目標の最適性が求められる．効率  

性は，目標達成のプロセスに着目する見方で，最少の  

リソース投入で目標を成し遂げる手段とプロセスが問  

われる．図2はこれを概念的に示したものである．   

まず，第1の「目標（ターゲット）」は，“製品（サー  

ビス）コンセ70ト”が明確に描かれ，企業理念に沿い  

顧客満足（Customer Satisfaction）を得る商品につな  

がることが肝要である．この目標設定には創造性が期  

待される．技術マネジメントの最大の使命は，その企  

業のミッションに沿った製品・技術の目標設定である．  

それには，顧客ニーズの探索，製品コンセプト構築，  

技術目標の設定，商品化のタイミングなど自社のポテ  

ンシャルや社外動向，市場規模や成長の時期，競合状  

況などを見極める必要がある．特に，どのようにして  

良い製品目標のコンセプトを創造するか，それに最適  

な技術目標に何を選び研究開発するかが，企業の研  

究・技術開発活動の有効性を決める最大の要因である．   

また，社会・経済の変化に応じて目標のタ「ゲット  

も時々刻々変わり，R＆Dマネジネントおよび研究者・  

技術者には，状況変化への高い感度と柔軟でダイナ  

ミックな対応力が要求される．   

第2の「手段（プロセス）」は，効率性向上の手だて  

の問題であり，研究者および技術者の課題である．効  

率向上に影響するプロセスには，①人・組織，②研究  

開発環境，③方法・手段の3つの側面がある．これら  
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3．2 知識生産性と事業生産性  

ここでは，R＆Dの生産性をどう定義し，指標化する  

かについて考察する．研究開発活動の成果として蓄積  

されるテクノストックは，本質的には，形式知，暗黙  

知を問わず“新しい知識”である．いかにして価値あ  

る新知識を生み出すか，その生産性が問われている．  

これを“知識生産性”と呼び，次のような定義を試み  

た．企業におけるR＆D生産性の概念および定義式を図  

3に示す［7］．   

R＆D全生産性は，R＆D投資を入力し中間成果とし  

てテクノストックを出力とする知識生産性と，このテ  

クノストックを投入として事業利益を成果とする事業  

生産性の積で表わす．ここに，事業生産性は，製品事  

業生産性と知的財産事業生産性の和とする．   

なお“テクノストック”は，科学知識および技術知  

識のいずれも含むものとする．“製品事業”はテクノス  
トックを自社で活用し製品の開発製造販売を通して利  

益を得る事業である．“知的財産事業”はR＆D活動で  

蓄積した技術資産を直接社外へ販売し利益を得る事業  

とする．   

この定義の特長は，テクノストックの考え方をベー  

スに，研究・技術活動を知識蓄積（ストック）プロセ  

スと，それを応用していく事業化（フロー）プロセス  

の2段階に分け，それぞれの活動について“知識生産  

性”ぉよび“事業生産性’’の概念を導入したことであ  

る．また，事業活動を製品・サービスの提供を目的と  

する「製品事業」と，特許権・ノウハウなどの知的財  

産の提供をベースとする「知的財産事業」に分離し，  

技術資産のフローを，これら2つのルートに分けたこ  

とである［8］［10］．   

この考え方は，テクノストック（Technology  

図2 研究・技術開発の生産性向上への視点  

は活動効率の問題であり，日常の行動の中でのプロセ  

ス改善が望まれる．   

テクノストックについて，効果的で効率のよい蓄積，  

活用，維持，および管理をするには，研究開発・技術  

活動を企業の全体活動の中でトータル的に位置づけ，  

関係部門との整合性を高めることが重要である．この  

整合性を見るには，技術のフローだけでなく，“テクノ  

ストック”の視点を加え，両面から全体的にとらえる  

必要がある．  ●  

知識生産性：Kp  卒業生産性二8p  

R＆D全生産性＝全事業頁＃利益（Tr）／R＆D投資揚（Ri）  

＝知嵐生産性（Kp）x事業生産性（Pr）  

＝知緻生産性（伽）xl製品事業生産性（恥）＋知的財産事業生産性（lp）I  

ここに、  

Tr＝Pr＋lr，Kp＝Ts／Ri，Bp＝Pp＋lp． Pb＝Pr／Ts，lp＝lr／Ts  

図3 企業のR＆D生産性（知識生産性と事業生産性の分離）  

1996年1月号  1丁   
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Stock）の位置づけをより明確にしようとするもので，  

将来発展か予想される“知識産業”についてのビジネ  

ス概念の整理や知的R＆D活動の把握の助けになるこ  

とを期待している［8］．  

4．おわりに  

急激に変化している社会・経済の中で科学技術も同  

様に激しく動いている．今後，イノベーション・プロ  

セスに大きな変化が予想される．企業におけるMOT  

（Management ofTechnology），すなわち，技術経  

営においては，創造的な新市場の開拓，企業活動全体  

との有機的な連携，R＆Dプロセスの合理化などが課題  

となる．こうしたR＆Dの諸問題を考えるツールとし  

て，“コーポレート・テクノストック・モデル（Corpo－  

rate Technology Stock Model）”の基本概念が有効  

と考える．今後，実態調査を含めて逐次データを積み  

上げてゆく継続的な研究が必要である．   

追捕：現在，モデルの精緻化および客観データの収  

集容易化のため，「2層構造テクノ■ストック・モデル」  

を検討中であり，その結果の一部を，第10回研究・技  

術計画学会年次学術大会で報告した［11］．  
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